
( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

112 107件

4,974,855

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.2354

3,310,000

107

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正（平成27年４月１日施行）により、
教育委員会制度が改正され、教育行政の責任体制の明確化、教育委員会の審議の活性
化や透明化が求められたことから、改正法の趣旨に沿った対応を進めてゆく。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律により、設置が
義務付けられている。

成果指標

86.6 85.085.3

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 85.0
上位成果指標

･教育委員会に提案される議案審議
・教育委員会事業の実施

・教育委員会委員

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

・芽室町教育行政執行方針に挙げる事業の効果的、効率的な執行

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

件

名　　称

教育委員会会議での審議件数（議案・報告・協議案）

2,817,840

17

1,912,192 1,532,560

事務事業及び各指標の変更

2

19

有

3,310,000
3,310,000

19
3,310,0004,350,400

3,310,000

0.1860

3,310,000

（目標)

(年度から）

2,817,840

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

「授業が子どもにとって楽しく分かるように進められている」と思う保護者の割合 ％

31年度

単　位

③

人教育委員会委員①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

教育委員会会議の開催 回

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
単年度事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

31

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

所属
部門

事務事業名 教育委員会運営事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

・教育委員会会議の開催（定例会：毎月、臨時会：随時）
・教育委員会委員による学校訪問、子どもトーク（生徒会）、中学校生徒による
1日教育委員の実施
・保護者等との意見交換会、研修会等への出席
・委員報酬、研修等に伴う費用弁償の支払い

総合
計画
体系

教育委員会運営事業11

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 3,062,663

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 3,062,663

4

107

5 4.5 4

 人工数(業務量)

活動指標
19回

人件費計（B）

人

円

対象指標



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

教育委員会制度改革を推進する。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

新たな教育課題や教育委員会制度改革を進める中にあって、人数、報酬、費用弁償をはじめとした事業費は適正と考
える。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

法律に基づいた教育委員定数による教育委員会事業を実施しているため。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

地教行法改正による町長の教育行政への役割が明確化されたことにより、予算面においての充実やス
ピード感のある教育行政の展開が必要となる。
教育委員会制度改革の趣旨に則り、活性化や透明化に努める。
多様な民意を反映し、よりよい教育行政につなげるため、先進事例研修（道内）を実施する。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

 2.改革・改善による期待成果

総務係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

地方教育行政の組織及び運営に関する法律により、設置が義務付けられている。

法律に基づいた教育委員定数による教育委員会事業を実施しているため。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

教育委員会運営に係る経費負担は適正である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

教育委員会運営事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

7 7

12
13

4

件

983,612

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0138

806,000

19

6
7

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正（平成27年４月１日施行）により、
教育委員会制度が改正され、教育行政の責任体制の明確化、教育委員会の審議の活性
化や透明化が求められたことから、改正法の趣旨に沿った対応を進めてゆく。また、各市
町村とも財源確保が厳しい状況となっている。

十勝管内教育委員会、西部十勝教育委員会の振興及び公立
学校施設整備を目的として開始した。

成果指標
3,680

6
071,765

90.5
85.0
90.0

86.6 85.3 85.0

6

88.5

 1.この事務事業を開始した背景

千円

％

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 90.0
上位成果指標

・教育の諸問題についての協議研究、課題整理、審議
・道に対する要望活動
・国庫補助制度の拡充

・十勝管内教育委員会連絡協議会が行う活動
・西部十勝教育委員会連絡協議会が行う活動
・北海道公立文教施設整備期成会が行う活動
・芽室町教育委員会が行う活動

件

千円芽室町学校施設整備の国庫補助額

市町村

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

・教育行政の効果的、効率的な執行
・児童生徒の快適で良好な学校生活環境を確保する

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

西部十勝教委連が行う研修事業の件数

①

件

名　　称

十勝管内教委連が行う研修事業の件数

875,311

12

112,100 79,100

事務事業及び各指標の変更

2

12

有

806,000
806,000

12
806,000954,411

806,000

0.0096

806,000

（目標)

(年度から）

875,311

①

単　位

③ 期成会構成市町村数（十勝）

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

「授業が子どもにとって楽しく分かるように進められている」と思う保護者の割合 ％②

無

名　　称

「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

31年度

市町村西部十勝教委連構成市町村数

単　位

③ 北海道公立文教施設整備期成会が行う事業数 件

市町村十勝管内教委連構成市町村数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

十勝管内教委連が行う事業数 件

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

－

所属
部門

事務事業名 各種協議会等参画事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

・十勝管内教育委員会連絡協議会～市町村教育委員会相互の連絡調整及
び情報交換、教育研究所の設置・運営
・西部十勝教育委員会連絡協議会～教育委員研修会、各担当者会議、児童
生徒各種大会の実施
・公立学校施設整備補助要望

総合
計画
体系

各種協議会等参画事業1

件西部十勝教委連が行う事業数

1

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 871,512

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 871,512

19

7

13
12

4
19

19

19
4

19

12

19

13

19

 人工数(業務量)

活動指標
12

件
件

人件費計（B）

12件

4
市町村

円

13

対象指標 市町村
市町村

6
3,306

件



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

構成団体との意見交換などにより、今後の事業内容の充実を図る。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

協議会負担金の減額は、事業等の見直しの検討が必要となる。また、児童生徒を対象とする社会教育事業もあり、大
幅な事業費削減は困難である。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

協議会負担金の減額は、事業等の見直しの検討が必要となる。また、児童生徒を対象とする社会教育事業もあり、大
幅な事業費削減は困難である。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

構成団体との意見交換などにより、今後の事業内容の充実を図る。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

 2.改革・改善による期待成果

総務係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

教育行政の推進及び学校施設の整備は、町の責務である。

教育行政における共通課題の整理・解決や円滑な事業の実施のためには、他市町村教育委員会との連携及び情報
交換が必要不可欠である。また、教育行政の直接的提供者である教職員の任命権は道教委（十勝教育局）であること
など効率的な教育行政を執行していくうえで適切である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

各種協議会に対し、必要額の負担金を支出している。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

各種協議会等参画事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

4,404,147 4,052,638

6

6

円

6,166,060

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.2169

4,261,000

4,261,000

・地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正（平成27年４月１日施行）によ
り、教育委員会制度が改正され、教育行政の責任体制の明確化、教育委員会の審議の活
性化や透明化が求められたことから、改正法の趣旨に沿った対応を進めてゆく。また、事
務局経費のコスト削減を図らなければならない。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の規定により、
教育委員会権限に属する事務を処理する機関として、事務局
を教育委員会に置かなければならないと定められている。

成果指標

86.6 85.085.3

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 85.0
上位成果指標

教育委員会事務局管理事務の執行

教育委員会事務局

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

良好な教育環境の整備

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

円

名　　称

事務局運営に要した経費

254,368

4,052,638

2

1,761,913 1,174,963

事務事業及び各指標の変更

2

2

有

3,966,000
4,261,000

2
4,261,0005,227,601

3,966,000
240,445 295,000

0.1426

4,261,000

（目標)

(年度から）

295,000
3,798,270

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

「授業が子どもにとって楽しく分かるように進められている」と思う保護者の割合 ％

31年度

人臨時職員数

単　位

③

人事務局職員数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

課数 課

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

所属
部門

事務事業名 教育委員会事務局運営事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

・事務局職員の任免その他人事事務
・事務局一般経費の執行
・備品管理(乗用車、印刷機等）
・教育長秘書業務
・その他内部調整事務

総合
計画
体系

教育委員会事務局運営事業2

係係数

1

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 4,404,147

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 4,163,702

18

4,261,000

6

6
18 18

6

6

18

 人工数(業務量)

活動指標
2

係
課

人件費計（B）

6
人

円

6

対象指標 人



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

教育委員会制度改革を推進する。
コスト意識と業務内容について一層の精査・改善を図る。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

正職員と臨時職員の役割分担による事務の執行により業務時間の縮減に努める。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

法律に基づいた教育委員会事務局事業を実施しているため。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正（平成27年4月1日施行）により、改正法の趣
旨に沿った対応を行う。
一般管理経費の一層の削減を目指す。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

 2.改革・改善による期待成果

総務係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

芽室町教育委員会を運営するための事務である。

効果的な事務局業務を執行するうえで適切である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

教育委員会事務局を運営する経費負担は適切である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

教育委員会事務局運営事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

115,854,670 206,055,170

6

4

円

118,835,870

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.3670

170,157,000

170,157,000

平成21年度の芽室小学校地震補強工事の実施により、町内小学校の耐震化率が100％と
なった。
環境教育や新エネルギービジョン推進のため、平成23年度から太陽光発電パネルの設置
に取り組んでいるほか、児童の生活スタイルの変化から、トイレ洋式化を進めている。
学校施設は災害時に避難施設になることから、学校施設整備における防災機能の必要性
がさらに高まっている。

学校教育法による施設管理。

成果指標

90.5 90.088.5

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 90.0
上位成果指標

学校の施設管理を行い、必要に応じて工事、修繕、設備保守点検を実施し、
教育環境の向上を目指す。

・小学校児童
・小学校施設

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

児童及び教職員が安全・安心・快適に学校生活を送れるようにする。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

円

名　　称

維持管理に要した経費

195,476

206,055,170

129

2,981,200 1,390,016

事務事業及び各指標の変更

2

129

有

79,628,000
82,220,000

129
82,220,000207,445,186

167,565,000
240,644

3,680,000

2,592,000

0.1687

170,157,000

（目標)

(年度から）

2,592,000
196,053,694

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

31年度

校小学校数

単　位

③

人小学校児童数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

修繕箇所数 箇所

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

学校教育法

所属
部門

事務事業名 小学校施設維持管理事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

小学校施設等の工事、修繕、備品購入、保守点検等管理委託

総合
計画
体系

小学校施設維持管理事業1

箇所工事箇所数

2

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

3,306,000

事業費計（A） 115,854,670

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円 6,500,000

 正職員従事人数

 一 般 財 源 111,934,026

1,181

82,220,000

2

4
1,254 1,204

4

2

1,126

 人工数(業務量)

活動指標
129

箇所
箇所

人件費計（B）

4
人

円

5

対象指標 校



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

年次計画に基づき改修工事を実施するとともに、学校施設や備品の老朽箇所や故障箇所を適切に把握し、適宜、修繕等を行う。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

修繕要望については、随時対応している。
また、学校施設管理については、実態把握に努め適正な管理を行う。

事業内容を十分精査しているため、施設改修工事や備品購入・修繕に係る事業費を削減することは困難である。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

法律に基づいた事業であり、教育環境の悪化を招く。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

年次計画に基づき改修工事を実施するとともに、学校施設や備品の老朽箇所や故障箇所を適切に把
握し、適宜、修繕等を行う。
次年度以降の施設整備に向けた、情報収集及び関係機関との調整を図る。

削減

向上

コスト

増加

予算増大

 2.改革・改善による期待成果

総務係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

学校教育法に基づく学校管理である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

児童の安全安心な学習環境確保のための費用負担は適切である。

学校管理職から、老朽箇所や故障箇所について随時修繕要望がある。
公共施設の適正な管理を求める意見（H26年3月定例会議）があった。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

小学校施設維持管理事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

65.1 60.5

3

43

％

6,864,368

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0834

9,673,000

6,186,896
53.5

教職員住宅の老朽化が進んでいることから、計画的な修繕を行い、長寿命化を図る必要
がある。また、教職員住宅の今後の方向性を検討するため、アンケート調査を実施した。

学校教職員の福利厚生事業に伴う住宅整備。

成果指標 16,283,897

90.5
85.0
90.0

86.6 85.3 85.0

16,458,000

88.5

 1.この事務事業を開始した背景

％

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 90.0
上位成果指標

・教職員住宅の管理
・必要に応じ修繕、工事の実施

・教職員
・教職員住宅

円

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

教職員が安全・安心・快適に日常生活を送れるようにする。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

維持管理に要した経費

①

％

名　　称

入居率

2,489,200

16,283,897

27

677,472 731,674

事務事業及び各指標の変更

2

27

有

14,292,000
16,458,000

27
16,458,00017,015,571

6,918,000
2,858,967 2,166,000

0.0888

9,673,000

（目標)

(年度から）

2,755,000
13,794,697

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

「授業が子どもにとって楽しく分かるように進められている」と思う保護者の割合 ％②

無

名　　称

「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

31年度

戸教職員住宅数

単　位

③

人教職員数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

修繕箇所数 箇所

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

所属
部門

事務事業名 教員住宅管理事業（小）

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

・学校教職員住宅の維持管理

総合
計画
体系

教員住宅管理事業（小）1

戸工事箇所数（戸数）

2

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 6,186,896

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 3,327,929

99

53.5

2

43
100 97

43

2

99

 人工数(業務量)

活動指標
26

戸
箇所

人件費計（B）

43
人

円

2

対象指標 戸

9,673,000円



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

年次計画に基づき改修工事を実施するとともに、住宅の老朽及び不具合箇所の早急な改修工事及び修繕を実施する。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

入居教職員から老朽箇所や破損箇所の修繕要望に対しては、必要性や緊急性等を踏まえながら対応しているほか、施設の適切な管理に努めている。
教職員住宅の今後の在り方について、検討を進めてゆく。

老朽個所等の修繕に係る事業費を削減することは困難である。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

教職員の日常生活環境の悪化を招く。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

年次計画に基づき改修工事を実施するとともに、老朽箇所を適切に把握し、適宜、修繕等を行う。
教職員住宅の今後の在り方について、検討を行う。

削減

向上

コスト

増加

予算増大

 2.改革・改善による期待成果

総務係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

教職員の福利厚生のため住宅確保は必要である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

大規模な修繕を除くと、住宅貸付料で通常の維持管理費は賄える。

入居教職員から老朽箇所や、破損箇所の修繕要望が随時寄せられている。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

教員住宅管理事業（小）



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

50.0 75.0

1

16

％

2,296,176

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0787

1,211,000

1,656,883
62.5

教職員住宅の老朽化が進んでいることから、計画的な修繕な修繕を行い、長寿命化を図
る必要がある。また、入居者のニーズの把握も必要と思われる。

学校教職員の福利厚生事業に伴う住宅整備。

成果指標 3,634,094

90.5
85.0
90.0

86.6 85.3 85.0

4,317,000

88.5

 1.この事務事業を開始した背景

％

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 90.0
上位成果指標

・教職員住宅の管理
・必要に応じ修繕、工事の実施

・教職員
・教職員住宅

円

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

教職員が安全・安心・快適に日常生活を送れるようにする。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

維持管理に要した経費

①

％

名　　称

入居率

2,280,000

3,634,094

14

639,293 767,928

事務事業及び各指標の変更

2

14

有

2,304,000
4,317,000

14
4,317,0004,402,022

△ 1,045,000
2,341,200 2,013,000

0.0932

1,211,000

（目標)

(年度から）

2,256,000
1,354,094

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

「授業が子どもにとって楽しく分かるように進められている」と思う保護者の割合 ％②

無

名　　称

「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

31年度

戸教職員住宅数

単　位

③

人教職員数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

修繕箇所数 箇所

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

所属
部門

事務事業名 教員住宅管理事業（中）

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

・学校教職員住宅の維持管理

総合
計画
体系

教員住宅管理事業（中）1

戸工事箇所数（戸数）

3

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 1,656,883

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 △ 684,317

62

62.5

1

16
63 63

16

0

62

 人工数(業務量)

活動指標
26

戸
箇所

人件費計（B）

16
人

円

1

対象指標 戸

1,211,000円



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

年次計画に基づき改修工事を実施するとともに、住宅の老朽及び不具合箇所の早急な改修工事及び修繕を実施する。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

入居教職員から老朽箇所や破損箇所の修繕要望に対しては、必要性や緊急性等を踏まえながら対応しているほか、施設の適切な管理に努めている。
教職員住宅の今後の在り方について、検討を進めてゆく。

老朽箇所等の修繕に係る事業費を削減することは困難である。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

教職員の日常生活環境の悪化を招く。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

年次計画に基づき改修工事を実施するとともに、老朽箇所を適切に把握し、適宜、修繕等を行う。
教職員住宅の今後の在り方について、検討を行う。

削減

向上

コスト

増加

予算増大

 2.改革・改善による期待成果

総務係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

教職員の福利厚生のため住宅確保は必要である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

大規模な修繕を除くと、住宅貸付料で通常の維持管理費は賄える。

入居教職員から老朽箇所や、破損箇所の修繕要望が随時寄せられている。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

教員住宅管理事業（中）



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 人工数(業務量)

活動指標
8,209,840円

人件費計（B）

100
校

円

対象指標 人
人

44

4

99
4

1,254

4
99

1,1261,204

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 15,581,294

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 15,058,442

・教職員人事、給与、服務規律関係事務
・学校経営活動の推進
・学校教育関係消耗品、管理経費の支出

総合
計画
体系

小学校管理運営事業12

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

所属
部門

事務事業名 小学校管理運営事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

消耗品の購入に要した経費 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、学校教育法

人教職員数（小学校）

単　位

③

校小学校数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③ 児童数

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

「授業が子どもにとって楽しく分かるように進められている」と思う保護者の割合 ％

31年度

0.4684

16,157,000

（目標)

(年度から）

538,000
15,466,767

528,354

15,995,121

8,602,576

2,505,995 3,859,416

事務事業及び各指標の変更

2

8,440,000

有

15,619,000
16,157,000

8,440,000
16,157,00019,854,537

15,619,000
522,852 538,000

・教育指導力の高い教職員を配置すると共に、教職員が安心して職務に専念
できる環境を提供し、教育内容の質を高める。
・開かれた学校経営の推進を図る。

・小学校
・教職員
・児童

人

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

学校及び教職員の教育における質の向上

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

回

名　　称

地域学校協力者会議平均開催回数

85.3

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 85.0
上位成果指標

86.6 85.0

16,157,000

1,181
4

・学校管理経費の財源確保が課題である。法律に基づく芽室町立学校教職員の服務監督、学校管理や
義務教育の充実。

成果指標

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

4 4

97

回

18,087,289

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.3085



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

法律に基づく学校管理。

学校運営に関する事業を実施しているため。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

学校教育関係消耗品及び管理経費の支出は適正である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

小学校管理運営事業

 2.改革・改善による期待成果

総務係

○

維持

一般管理経費の執行方法の見直しによる、予算の効果的な執行。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

法律に基づく学校管理、教職員の服務監督及び勤務成績評定を実施しているため。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

学校教職員のコスト意識の醸成及び一般管理経費の削減。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

学校教職員の服務管理は教育委員会が行うこととされているため、これ以上の時間縮減は困難である。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

105,914,754 93,886,086

5

3

円

108,004,843

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.2573

生徒及び教職員が安全・安心・快適に学校生活を送れるようにする。

学校の施設管理を行い、必要に応じて修繕、工事、設備保守点検を実施し、
教育環境の向上を目指す。

・中学校生徒
・中学校施設

(予算)単位 28年度
◇総事業費・指標等の推移

278,340

90.5 90.0

 2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

88.5

 1.この事務事業を開始した背景

％ 90.0
上位成果指標

73,225,000

73,225,000

平成18年度の芽室中学校地震補強工事の実施により、町内中学校の耐震化率が100％と
なった。
環境教育や新エネルギービジョン推進のため、平成21年度から太陽光発電パネルの設置
に取り組んでいるほか、生徒の生活スタイルの変化から、トイレ洋式化を進めている。
学校施設は災害時に避難施設になることから、学校施設整備における防災機能の必要性
がさらに高まっている。

学校教育法による施設管理。

成果指標

円

名　　称

維持管理に要した経費

0.1454

73,225,000

655

456,204,000

4

3
650 659

3

（目標) （目標)（目標)

93,886,086

78

2,090,089 1,198,034

事務事業及び各指標の変更

71,765,000

2

78

有

71,908,000
456,204,000

78
456,204,00095,084,120

70,794,000
264,168 202,431,000

（目標)
30年度

(年度から）

2,431,000

32年度32年度

③

93,607,746

名　　称

「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

31年度
無

①

単　位

③

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

③

人中学校生徒数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

校中学校数

単　位

①

名　　称

修繕箇所数 箇所

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

学校教育法

所属
部門

事務事業名 中学校施設維持管理事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

中学校施設等の工事、修繕、備品購入、保守点検等管理委託

総合
計画
体系

中学校施設維持管理事業1

件工事箇所数

3

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 105,914,754

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金
110,100,000

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 105,650,586

4

649

 人工数(業務量)

活動指標
120

件
箇所

人件費計（B）

3
人

円

6

対象指標 校



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

年次計画に基づき改修工事を実施するとともに、学校施設や備品の老朽箇所や故障箇所を適切に把握し、適宜、修繕等を行う。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

事務事業名

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

学校管理職から、老朽箇所や故障箇所について随時修繕要望がある。
屋外トイレの水洗化については以前から要望がある。
公共施設の適正な管理を求める意見（H26年3月定例会議）があった。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

中学校施設維持管理事業

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門

○

維持

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

年次計画に基づき改修工事を実施するとともに、学校施設や備品の老朽箇所や故障箇所を適切に把
握し、適宜、修繕等を行う。
次年度以降の施設整備に向けた、情報収集及び関係機関との調整を図る。

削減

向上

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

修繕要望については、随時対応している。
屋外トイレについては対応を検討し、実行計画への計上を行った。
また、学校施設管理については、実態把握に努め適正な管理を行う。

事業内容を十分精査しているため、施設改修工事や備品購入・修繕に係る事業費を削減することは困難である。

29
年
度
の
取
組

低下

コスト

増加

予算増大

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

生徒の安全安心な学習環境確保のための費用負担は適切である。

 2.改革・改善による期待成果

総務係

法律に基づいた事業であり、教育環境の悪化を招く。

学校教育法に基づく学校管理。



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

4 4

63

回

15,207,871

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.2778

14,007,000

655
4

・学校管理経費の財源確保が課題である。法律に基づく芽室町立学校教職員の服務監督、学校管理や
義務教育の充実。

成果指標

86.6 85.085.3

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 85.0
上位成果指標

・教育指導力の高い教職員を配置すると共に、教職員が安心して職務に専念
できる環境を提供し、教育内容の質を高める。
・開かれた学校経営の推進を図る。

・中学校
・教職員
・生徒

人

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

学校及び教職員の教育における質の向上

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

回

名　　称

地域学校協力者会議平均開催回数

528,111

13,331,339

6,640,172

2,256,614 3,228,264

事務事業及び各指標の変更

2

6,931,000

有

13,497,000
14,007,000

6,931,000
14,007,00016,559,603

13,497,000
533,347 510,000

0.3918

14,007,000

（目標)

(年度から）

510,000
12,803,228

①

単　位

③ 生徒数

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

「授業が子どもにとって楽しく分かるように進められている」と思う保護者の割合 ％

31年度

人教職員数（中学校）

単　位

③

校中学校数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

消耗品の購入に要した経費 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、学校教育法

所属
部門

事務事業名 中学校管理運営事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

・教職員人事、給与、服務規律関係事務
・学校経営活動の推進
・学校教育関係消耗品、管理経費の支出

総合
計画
体系

中学校管理運営事業13

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 12,951,257

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 12,417,910

3

4

62
3

650

3
62

649659

3

 人工数(業務量)

活動指標
6,139,604円

人件費計（B）

63
校

円

対象指標 人
人



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

学校教職員のコスト意識の醸成及び一般管理経費の削減。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

学校教職員の服務管理は教育委員会が行うこととされているため、これ以上の時間縮減は困難である。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

法律に基づく学校管理、教職員の服務監督及び勤務成績評定を実施しているため。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

○

維持

一般管理経費の執行方法の見直しによる、予算の効果的な執行。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

 2.改革・改善による期待成果

総務係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

法律に基づく学校管理。

学校運営に関する事業を実施しているため。

職場環境の整備による教育の質の向上。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

学校教育関係消耗品及び管理経費の支出は適正である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

中学校管理運営事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

0学級

 人工数(業務量)

活動指標
1

人
人

人件費計（B）

5件
校

円

11

対象指標

3

22

3

7
5

2 2
5

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 1,918,981

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 1,600,162

・道外からの児童生徒を受け入れることによって、教育環境の整備や複式学
級の解消を目指す。
・上美生地区山村留学推進協議会に対する補助及び指導員の配置
・児童生徒募集業務、交流事業の開催

総合
計画
体系

上美生地区山村留学推進事業3

人留学生数

1

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

所属
部門

事務事業名 上美生地区山村留学推進事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

指導員数 人

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

9

－

単　位

③ 交流事業数 件

校学校数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

31年度

0.0382

5,062,000

（目標)

(年度から）

394,000
3,800,416

392,703

4,193,119

1

467,894 314,752

事務事業及び各指標の変更

2

1

有

6,668,000
7,062,000

1
7,062,0004,507,871

4,668,000
318,819 394,000

複式学級の解消
教育効果の向上

上美生小・中学校

学級

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

学力向上と心豊かな児童生徒を育てる。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

複式学級数（中学校）

①

学級

名　　称

複式学級数（小学校）

0

88.5

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 90.0
上位成果指標

90.5 90.0

5,062,000

0
3

全国的に山村留学を中止、休止する地域が増えている。
平成２８年度から臨時調理員の管理等事務を農林課から学校教育課へ移行。

平成７年１１月の上美生地区山村留学推進協議会設立を契
機として、上美生地区における小学校及び中学校の複式学級
の解消を目的に、平成９年度から児童生徒を受け入れてい
る。

成果指標 0

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

2 2

5
12

学級

2,386,875

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0576



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

山村留学生との交流を通じ、芽室町の次代を担う情操豊かな児童生徒の育成と上美生地区の活性化を図る。

通学区域内における小中学校児童生徒を対象としたものであり、学校規模は適切である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

山村留学生から適正な負担をいただいている。

親子留学生用の住宅は平成９年度に建設した1棟2戸のみであり、家族単位での入居が可能な住宅の確保の要望が
山村協からあった。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

上美生地区山村留学推進事業

 2.改革・改善による期待成果

総務係

○

維持

山村留学事業推進のため、必要な支援を図る。
山村留学用住宅の適切な管理を行う。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

児童生徒が減り、中学校で複式学級が発生する。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

山村留学事業推進のため、必要な支援を図る。
山村留学用住宅の適切な管理を行う。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

住宅に関する要望については、可能な範囲で対応に努めている。

・山村留学事業は地域住民主導で行っており、行政職員を配置することと比較して、これ以上の事業費削減は困難で
ある。また、指導員は臨時職員であり、低賃金の雇用である。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

100％

 人工数(業務量)

活動指標
1,500,000円

人件費計（B）

468
人

円

対象指標 人
4646

4,000,000

447
48 46

447

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 1,500,000

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 1,500,000

・私立学校法人助成条例及び同条例施行規則に基づく事業
・生徒の教育及び教職員が行う研究に直接必要な機械器具若しくは備品、図
書又は消耗品の購入に対する補助

総合
計画
体系

白樺学園高校支援事業31

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

所属
部門

事務事業名 白樺学園高校運営支援事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

補助金額 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 平成
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

9

芽室町私立学校法人助成条例

人生徒数

単　位

③

人教職員数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

「授業が子どもにとって楽しく分かるように進められている」と思う保護者の割合 ％

31年度

0.0021

1,500,000

（目標)

(年度から）

1,500,000
1,500,000

1,500,000

34,117 17,303

事務事業及び各指標の変更

2

1,500,000

有

1,500,000
1,500,000

1,500,000
1,500,0001,517,303

1,500,000

私立学校の健全な運営

白樺学園高校

％

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

学校及び教職員の教育における質の向上

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

補助割合

①

円

名　　称

購入に要した経費

100

85.3

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 85.0
上位成果指標

86.6 85.0

1,500,000

100
4,000,000

財政確保が困難。白樺学園高校が芽室町に移転したことによる。

成果指標 100

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

3,808,811 4,033,175

447

円

1,534,117

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0042



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

私学振興を目的としている。

私学振興を目的に補助している。また、全国屈指のスポーツ校として芽室町に対する貢献度も大きいと考える。

財源確保の問題があり、補助額の増額は困難である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

教具教材購入費の約37％が町の補助金で賄われており、費用負担は適切である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

白樺学園高校運営支援事業

 2.改革・改善による期待成果

総務係

維持 ○

現状維持を基本とするため、特に取り組みは行わない。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

全国屈指のスポーツ校として芽室町に対する貢献度は大きい。
（町長部局の補助執行事務）

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

芽室町としての事業の捉え方による。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

事業内容を精査したうえで助成しており、補助の目的から補助金を削減すると成果は下がるものと考える。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



〔事業の概要〕

2

投
入
量

国・道支出金

地方債

その他（使用料等）

一般財源

事業費計（A)

事
業
費

 正職員従事人数 2

0.0007
人
件
費

トータルコスト（A)+（B)

円

円

 人工数(業務量)

0

円

〔改革・改善案の概要〕

円

簡易シートを
選択した理由

施策名

総合
計画
体系

根拠
法令

－政策名

基本目標

年間

人 2

0.0008

北教組芽室支会との協議

改革・改善実施の方向性 現状維持

該当なし

内　訳 単位
27年度
（実績）

28年度
（実績）

29年度
（予算）

円

円 6,499人件費計（B)

5,768 06,499

5,768

円

0 0

開始年度

作成日 日

事務事業名

平成 29 年

年度までの性格
毎年繰返事業

20
事務事業マネジメントシート

（簡易シート）

事業期間
昭和 年度から

教職員組合対応事務

所属
部門

学校教育課 総務係 課長名 ( )518

内線

平成

不明

4 月

事務事業

29 年度

弦巻　潔 担当者名 竹川　恭史

予算を伴わない事業 政策体系に結びつかない事業

計上予算が負担金、繰出金のみの事業 法定受託事務



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

49件

 人工数(業務量)

活動指標
13

回
回

人件費計（B）

250,000円
校

円

12

対象指標

12

77

24

12
250,000

7 7
250,000

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 250,000

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 250,000

1 校長会議・教頭会議の開催
教育委員会と合同で毎月1回、学校経営の向上と情報共有を目的として会議
を開催する。
 2 学校管理者会への研修補助
校長・教頭のマネジメント能力向上のための研修事業に対し、その母体組織
となる学校管理者会に補助を行う。

総合
計画
体系

学校管理者参画事業3

回教頭会議開催数

1

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

所属
部門

事務事業名 学校管理者会参画事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

①

名　　称

校長会議開催数 回

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

－

単　位

③ 補助金 円

校小・中学校数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

「授業が子どもにとって楽しく分かるように進められている」と思う保護者の割合 ％

31年度

0.0600

250,000

（目標)

(年度から）

250,000
250,000

13

631,170 494,374

事務事業及び各指標の変更

2

12

有

250,000
250,000

12
250,000744,374

250,000

校長及び教頭の指導、管理等における資質の向上

芽室町小中学校校長会活動
芽室町小中学校教頭会活動

件

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

学校経営の向上を図る

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

教育委員会との協議件数

①

人

名　　称

経営管理能力向上研修受講者数

49

85.3

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 85.0
上位成果指標

86.6 85.0

250,000

73
24

学校を取り巻く環境は常に変化している（少子化、情報化等）。各学校との連絡調整及び校長、教頭の資質の向上。

成果指標 49

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

24 24

250,000
12

人

881,170

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0777



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

学校経営管理者としての計画的な研修体制の構築。

教育委員会及び各学校間との情報共有、共同研修活動の実施。

意欲的に研究と修養に努めると共に会員相互の連携を深める。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

校長、教頭とも相応の負担をしているが、負担割合の見直しは可能である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

学校管理者会参画事業

 2.改革・改善による期待成果

総務係

○

維持

管内類似事例の現状調査や平成30年度以降に係る事業内容、研修内容に見合った負担割合の検討。
また、各学校管理者との情報・意見交換。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

学校経営管理者の資質向上を目指す事業である。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

29
年
度
の
取
組

低下

30
年
度
以
降
の
取
組

適宣見直しを行う。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

事業費は研修事業に対する補助金であり、研修内容に見合った支出をしている。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

435 421

0

1,863

人

44,677

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0055

58,000

412

「芽室町立小中学校配置計画　計画期間Ｈ25～Ｈ29」を平成24年10月22日芽室町教育委
員会に答申し、同年11月26日教育委員会会議で決定した。

芽室町教育委員会の諮問機関として取組を開始した。

成果指標

90.5 90.088.5

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 90.0
上位成果指標

学校配置の適正化を図る。

町内小中学校

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

児童生徒の学力の向上

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

人

名　　称

遠距離通学者数（スクールバス利用者）

0

0

44,677 20,599

事務事業及び各指標の変更

2

1

有

58,000
58,000

1
58,00020,599

58,000

0.0025

58,000

（目標)

(年度から）

0

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

31年度

人対象となる児童生徒数

単　位

③

校対象となる学校数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

協議会開催回数 回

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

芽室町学校養育推進協議会規則

所属
部門

事務事業名 学校教育推進協議会運営事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

・芽室町の総合的教育諸条件の整備及び児童生徒の学力向上を図るため、
芽室町教育委員会の諮問機関として設置。諮問に係る審議が必要な案件が
ある場合に委員の委嘱を行う。
（平成23/24年度に小中学校配置計画見直しのため委員を委嘱。平成24年10
月22日解職）

総合
計画
体系

学校教育推進協議会運営事業1

回住民説明会開催回数

1

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 0

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 0

7

412

0

1,836
7 7

1,775

5

7

 人工数(業務量)

活動指標
0

回
回

人件費計（B）

1,904
校

円

0

対象指標 人



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

学校規模の適正化、児童生徒の通学の安全確保のため、学校配置計画の検証を行う。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

報酬、費用弁償に削減余地はない。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

規則に基づく事業であり、必要に応じて実施しているため今後も継続する。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

学校規模の適正化、児童生徒の通学の安全確保のため、学校配置計画の検証を行う。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

 2.改革・改善による期待成果

総務係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

学校の指定は法律に基づいており、その変更に関する協議会の設置は町が行うことになる。

学校の指定は法律に基づいており、その変更に関する協議会の設置は町が行うことになる。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

遠距離通学者の割合は徐々に減少しており、学校配置は適正である。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

学校教育推進協議会運営事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

0 0回

0

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0000

0

0

今後も開校周年記念事業実施に対し、助成を行う。平成29年度芽室南小学校が開校30周
年を迎える。

小中学校の開校周年記念事業実施に対し、助成を行う。

成果指標

90.5 90.088.5

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 90.0
上位成果指標

対象となる学校において開校周年記念式典を開催する。

町内小中学校

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

心豊かな児童生徒を育てる

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

回

名　　称

開校周年記念式典開催数

0

0

0 0

事務事業及び各指標の変更

2

200,000

有

200,000
200,000

0
200,0000

0

0.0000

0

（目標)

(年度から）

0

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

「学校生活や授業が楽しい」と思う児童生徒の割合 ％

31年度

単　位

③

校対象となる学校数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

報償費 円

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 不明
期間限定事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

竹川　恭史
518

－

所属
部門

事務事業名 学校記念式典事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

弦巻　潔課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 20

予算上の事業名

29 年度

目

内線
学校教育課 総務係

日

町内小中学校の開校周年事業に関する経費を助成する。

総合
計画
体系

学校記念式典支援事業11

施策名

豊かな心を育む人づくりの推進

9

②

法令根拠

学校教育の充実

基本目標

政策名

個性的で心豊かな人と文化を育むまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 0

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 0

1

1

0 0 0

 人工数(業務量)

活動指標
0円

人件費計（B）

校

円

対象指標



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

平成31年度芽室小学校が開校120周年を迎える。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

開校周年記念事業に対する助成であり、削減できない。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

小中学校の開校周年記念事業の実施に対する助成であり、必要に応じて実施しているため今後も継続する。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

学校教育課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

平成29年度芽室南小学校が開校30周年を迎える。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

 2.改革・改善による期待成果

総務係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

小中学校の開校周年記念事業の実施に対する助成であるため。

小中学校の開校周年記念事業の実施に対する助成であり、対象・意図の拡大・縮小はできない。

小中学校の開校周年記念事業の実施に対する助成であり、成果の向上余地はない。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

開校周年を迎える学校に対し、報償費という形で周年行事に関する経費を助成している。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

学校記念式典事業
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